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株式に関する各種手続の申出先について

● 未支払配当金のお支払につきましては、株主名簿管理人であ
る東京証券代行株式会社にお申し出ください。

● 住所変更、単元未満株式の買取請求、配当金受取方法の指
定等は、お取引口座のある証券会社にお申し出ください。た
だし、特別口座に記録された株式に係る各種手続につきまし
ては、特別口座の口座管理機関である東京証券代行株式会
社にお申し出ください。

http://www.ic-net.co.jp

当社ホームページ URL

　当社ホームページには、株主・投資家様向
けの「IR情報」のほか、当社のサービス提供
内容を詳しく説明した「お客様向け情報」、
人材を重要な経営資源と考え、充実した教
育体制なども盛り込んだ「採用サイト」な
ど、様々な情報を掲載しております。
　ご覧いただければ幸いでございます。

株主メモ

事 業 年 度 毎年10月1日から翌年9月30日まで
剰余金の配当の基準日 期末配当金　毎年9月末日  

中間配当金　毎年3月末日
定 時 株 主 総 会 毎年12月開催
公 告 方 法 電子公告（http://www.ic-net.co.jp/ir.html）

ただし、電子公告によることができないときは、
日本経済新聞に掲載する方法とします。

株主名簿管理人 東京証券代行株式会社  
東京都千代田区大手町  
二丁目6番2号（日本ビル4階）
取次事務は、中央三井信託銀行株式会社の
本店および全国各支店で行っております。

郵 便 物 送 付 先 〒168-8522 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号  
東京証券代行株式会社　事務センター  

 0120-49-7009
取次事務は、中央三井信託銀行株式会社の本店 
および全国各支店で行っております。

（ 連 絡 先 ）

単 元 株 式 数 100株



　株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご厚情を

賜り、厚く御礼申し上げます。

　私ども、株式会社インフォメーション クリエーティブは、こ

の度、第32期の決算を終了いたしました。長引く不況によ

る企業収益悪化の影響から情報化投資抑制が鮮明となり、

情報サービス業界も非常に厳しい環境となっております。

　そうした状況を反映し、当社の業績は15年振りに減収

を経験することとなりました。また、営業利益も、諸経費の

削減・節減に全社を挙げて取り組んだものの、減収の影響

を埋めることができず4年振りの減益となりました。外部

環境の激変の影響とはいえ、誠に遺憾であり、株主の皆様

には心よりお詫び申し上げます。

　しかし、当期（第32期）よりスタートいたしました新中期

3ヵ年経営計画において掲げた「人材育成を軸に次代に向

けた経営の礎を築く」という中長期ビジョンにつきましては、

今後も変わらず追求し、人材の成長と共に企業の成長を実

現させていく経営を推し進めてまいります。

　極めて出口の見えにくい厳しい不況下ではございます

が、こうした時期だからこそ当社は、基本に立ち返り、経営

理念に掲げておりますように、社会に、株主様に、社員に奉

仕することで、企業価値の向上を図ってまいります。

　引き続き、株主の皆様のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。

株 主 の 皆 様 へ

1 戦略ローテーションの実施
2 経営基盤の改革
3 新プロダクトの創出と新規事業の実現
4 次代を担う人材発掘・育成システムの構築

経営目標

人材育成を軸に次代に向けた
経営の礎を築く

中長期ビジョン

経営理念

■ 当期業績の主なポイント

■ 2008年秋の世界同時不況への突入に伴い、企業収益が急速に 
悪化し、3月決算の多くの企業が、新年度（2009年4月～）の 
情報化投資を大幅に圧縮

■ そのため、上半期（2008年10月-2009年3月）まではほぼ 
予算通りの投資が継続したものの、下半期（2009年4月-9月）は
企業の情報化投資抑制の影響が情報サービス業界で鮮明化

■ 売上高は、前期比8.0％減となりました。
■ 顧客先常駐型を基礎とする「システム運用」部門の売上高は、 

同2.2％減とほぼ前期と同水準を維持
■ 「ソフトウェア開発」部門の売上高は、各業種向けの開発受注が 

減少し同13.7％減の大幅な減収
■ 売上高の減少に伴って人員の稼働率が低下したことから、 

営業利益は同35.7％減

社長メッセージ
President Message

　当期（第32期）の業績は、誠に遺憾ながら減収及び営業減益とな
りました。前期まで14期連続の増収及び3期連続の営業増益を続
けておりましたが、当期は外部環境の急激な変化に大きな影響を受
けることとなりました。株主の皆様には心よりお詫び申し上げます。
　経営環境は非常に厳しい状況にあります。大多数のお客様の決
算期が3月期であり、情報化投資をはじめとした予算の大枠は年
度ごとに編成されております。そのため、2008年9月のリーマン

・ショック以降、急激な景気後退の波が全世界を駆け巡りましたが、
情報サービス業界への影響は2009年3月までは軽微な状況で
推移いたしました。しかし、2009年4月以降の新年度の予算が
企業各社でスタートすると、情報化投資の縮小、凍結、先送りなど
が相次いで発生しました。
　当社のビジネスモデルは、毎年新たな開発業務を受注する「フ
ロー型」のビジネスと、専門スタッフを顧客先に常駐させることで

継続的な契約に基づいて業務を執り行う「ストック型」のビジネスの
両輪で成り立っており、情報サービス業界の中でも極めて安定性
の高い収益構造となっております。
　ストック型である「システム運用」部門は、前期比2.2％減の売上
高となり、厳しい環境下でもほぼ横ばいの水準を維持することがで
きました。しかし、フロー型の「ソフトウェア開発」部門の売上高は、受
注案件の減少、受注額の減額、立上りの遅れなどが生じたことから
前期比13.7％減となりました。これが、当期の減収の主要因です。
　利益面では、営業利益が前期比35.7％減と、減収率以上の大
幅な減益となりました。この要因は、当社の事業構造にあります。
売上高は情報技術者の業務の集積であり、利益は稼働率に大きく
左右されます。主に「ソフトウェア開発」部門における受注減によっ
て稼働率が低下し、外注を抑制して社内業務化を図ったものの稼
働率の低下に十分な歯止めを掛けることができませんでした。
　当社では、当期（第32期）より新中期3ヵ年経営計画をスタート
させ、新たな売上・利益目標を掲げてその達成に邁進しておりまし
た。しかしながら、かつてない規模の景気後退は、いまだ出口の見
えにくい状況で推移しております。そうした中、次期（第33期）の
業績見通しは減収及び減益を予想しており、中期経営計画の目標
数値の追求を断念せざるを得ない状況となっております。株主の
皆様には、重ねてお詫び申し上げます。

大幅な景気後退が長期化する中、
当期の業績は減収減益となり、
出口の見えにくい状況が続いております。

当期の状況と次期の見通し
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In format ion  Crea t i ve

代表取締役社長

山 田   亨

事業環境 　　売上高及び営業利益

情報処理のサービスを以って、 

社会に奉仕します。
企業の理念に賛同、ご投資いただいた 
株主様に奉仕します。

組織と共に成長を続ける 

社員に奉仕します。
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　中期経営計画の目標数値の追求は断念せざるを得ないもの
の、定性的な目標につきましては、今後も変わらず取り組みを継
続してまいります。
　すなわち、同計画における中長期ビジョン

を引き続き追求していくべく、人材を重視した経営を推し進めて
まいります。
　ご存知の通り、情報サービス業界では優れた人材の確保が企
業の競争力の格差を生み出します。当社はこれまで、人材育成
に力を入れることでお客様の信頼を高め、競争力を向上させて
きました。当期は減収の中で収益を確保するための各種経費削
減に取り組みましたが、教育費については削減を一切しておりま
せん。この方針は、減益が予想される次期においても変更せず、
一定の利益が確保される限りは、将来につなげるための人材育
成への積極的な投資を続けていきたいと考えております。ただ、
次期の新規採用につきましては、業績予想を勘案して、例年の2
～3割程度に抑える計画です。
　また、「次代に向けた経営の礎」の一つとして、新プロダクト、
新規事業への取り組みを行っておりますが、2009年1月から
は、中小・中堅企業様のIT運用の悩みを解決する新サービス『IT 
Remote Solution 』（4ページをご参照ください）を開始し、
多くの引き合いをいただいております。この新サービスによる
新規顧客獲得と新たな信頼関係構築は、主力の「ソフトウェア開

発」や「システム運用」などへの取引拡大という新たなシナジー
も期待されます。また2007年に開発した新商品『サロンキー
パー Coma（コーマ）』（美容・理容業向け）は、2009年にバー
ジョンアップを図り、新たな客層への拡販も始めております。
　更に、今後の新たな潮流として「クラウドコンピューティング *」
の方向が見えつつあり、当社もこの技術領域への対応に着手し、
現在、具体的な技術開発を推し進めております。
　次期からの追加重点施策としては、「営業力強化」と「業務省
力化と経費削減」に取り組む方針です。前者としては、減少傾向
にある受注量を確保するために、組込みソフトを中心とした営業
力を強化してまいります。また後者としては、収益確保のために、
間接部門の作業の合理化・省力化を図り、会議費や交通費など、
教育費を除く各種経費の削減に努めてまいります。
　前述しましたように、人材は当社にとって最も重要な経営資源
であり、その教育・育成には投資を惜しみません。私も経営トップ
としてでき得る限りの時間を社員の育成のために注ごうと考え、
社員との懇談会を年間10回程度実施しております。当社の企
業文化や経営理念を自ら社員に伝えることで、お客様から信頼
される人材育成の一助になればと考えております。
　今後も当面は厳しい経営環境が続くことが予想されますが、
当社は、情報サービス業界でも安定成長性の高い独自のビジネ
スモデルを活かし、収益の確保に努めてまいります。何卒ご理解
とご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

「次代に向けた経営の礎」を築くべく、
中期経営計画の定性的な目標に向けた
取り組みは継続してまいります。

今後の戦略
新サービスの
ご紹介 IT Remote Solution

● ITリモート監視・運用サービス　　● ユニットハウジングサービス

少数のサーバのためにデータセンターのラックを借りるのは無駄なコストがかかりすぎる。 
２４時間体制の運用エンジニアチームを確保するには多額の人件費がかかる。 
障害発生連絡メールのためにサーバ管理者は夜もぐっすり寝られない。
そんなIT運用の悩みを解決するために、ITリモートソリューションサービスを開発しました。

＊ クラウドコンピューティング：従来は、個々のコンピュータに計算や情
報処理を行う機能が備わり、インターネット等のネットワークは単にデ
ータやメッセージが通過する経路です。しかし、クラウドコンピューテ
ィングでは、ネットワーク上のどこかにあるハードウェアリソース、ソフ
トウェアリソース、データリソースをユーザーがその所在や内部構造
を意識することなく利用できる環境。ネットワーク全体が巨大な一つ
のコンピュータという概念。ASP（アプリケーション・サービス・プロバ
イダー）は特定のデータセンターで処理を行っている点で、これとは
異なります。

リモート監視サービス リモート運用サービス ユニットハウジングサービス

お客様のサーバ・ネットワークの状態を当社リモートセ
ンターから監視し、不正アクセス、WEBページの改
ざん等の脅威からシステムを守ります。異常があった
際の障害連絡・障害対応、ログ監視で障害の兆候が
あった際のトラブル未然防止対策などを行います。

サーバ・ネットワーク機器の運
用業務・メンテナンス作業を
お客様に代わり、リモートセン
ターから当社エンジニアが遠
隔操作で作業を行います。

「ラック単位」ではなく「１ユニット単位」
で収容スペースをご提供することでシ
ステムの安定稼働を支援する様々な設
備の利用が、非常に少ない予算で可能
です。

IT運用の悩みを解決する新サービスを開発

高度な監視・運用サービスをネットワークを介して安価で提供

お客様サイト監視タイプ

障
害
連
絡
等

当社
データセンター

監視サーバ

当社リモート
ソリューションセンター

・24時間監視
・障害対応
・リモートオペレーション

監視用
サービス
ボックス

インターネット

監視・運用

情報収集

お客様
オフィス

社内サーバご利用

お預かり中の
お客様サーバ

監
視
・
運
用

インターネット

障
害
連
絡
等

当社
データセンター

監視サーバ

当社リモート
ソリューションセンター

・24時間監視
・障害対応
・リモートオペレーション

情報収集インターネット

サーバご利用

お客様
オフィス

当社データセンターご利用タイプ

■ サービスの概要

■ サービス提供形態

24時間365日体　制

「人材育成を軸に次代に向けた経営の礎を築く」



特集：独自の「トータル・ソリューション・プラットフォーム」による当社の強み

Feature
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トータル・ソリューション・プラットフォームが
お客様との総合的なお取引を実現

トータル・ソリューション・プラットフォームを支える確かな
人材育成が、お客様の信頼の基礎

　当社は、情報サービス業界における独自の体制「トータル・ソリューション・プ
ラットフォーム」を構築しております。これは、「ソフトウェア」「ネットワーク」「運
用サービス」「プロダクト」の全領域にわたって総合的なソリューションを提供し
ていく体制です。情報分野の全領域で技術・ノウハウを蓄積し、領域を横断し
た技術・ノウハウへと進化させることで、お客様のあらゆるニーズに対してスピ
ーディかつ的確なソリューションの提供を実現しております。
　また、ソリューション最適化の仕組みとして「顧客密着型（顧客先常駐型）」
の営業体制を敷き、常にお客様の身近な場所に当社スタッフを配置し、迅速か
つ的確なニーズの把握とサービスの提供を図っております。
　これらの強みにより、お客様からの信頼に基づく多面的な取引が可能となり、
顧客基盤、ひいては収益基盤の強化に繋がっております。

　当社の強みである「トータル・ソリューション・プラットフォーム」
を支えているのは、多様な分野にわたるエンジニア・リソースで
す。例えばソフトウェア開発においては、オープン系、Web 系、
汎用機系、ハードウェア設計、組込みソフトなどの分野にわたる
多様な技術資格を有したエンジニアを擁しております。これは、
全社員を対象に、個々のレベルに応じた教育カリキュラムを受け
ることができる独自の教育体系を構築し、人材育成を重視して
きた成果であると自負しております。
　中でも、顧客満足度の高いサービスを提供していく上で重要
となる「プロジェクトマネージャー」の育成に注力しております。

「プロジェクトマネージャー」は、組織経営や情報システム全般
にわたる幅広い知識・経験・実践能力を備え、プロジェクト（情報
システムの開発など）の円滑な推進を担います。2009年9月
末現在152名に達し、中堅企業としてはトップクラスの陣容と
なっております。
　こうした確かな人材育成を基礎に、お客様との強固な信頼関
係を積み重ね、常に安定成長基盤の強化に取り組んでおります。

　エンドユーザ企業様向けには、業務システム
開発、パッケージ導入支援、システム統合など、
また、SI企業様向けには更に、LSI設計、ハード
ウェア設計、組込みソフト開発など、幅広い範囲
に対応しております。お客様は、様々な業種の
民間企業様から自治体・官公庁など広範な対象
にわたっております。

ソフトウェア・ソリューション

幅広い開発カテゴリーと多様なお客様

■ 当社の教育体系

■ プロジェクトマネージャー育成イメージ

スキル診断（レベル4・5）

スキル診断（レベル3）

上級教育
（レベル4・5）

プロジェクト
実践

プロジェクト
マネージャー
（認定）

基礎教育
（レベル3まで）

プロジェクト
参画

プロジェクト
マネージャー
候補

段階的
な育成

ソフトウェア、ハードウェア、ネットワークの積極的な
知識・ノウハウ・技術を基礎に総合的なソリューションサービスを提供

お客様のニーズにマッチした
個別ソフトウェア開発

情報セキュリティと
フルサポートの万全体制

トータル・
ソリューション・
プラットフォーム

LSI設計
ハードウェア設計

ASPサービス
の提供

ソフトウェア
ソリューション

プロダクト
ソリューション

ネットワーク
ソリューション

運用サービス
ソリューション

特定業種向け
パッケージソフト
開発・販売

ネットワーク
基盤構築から
保守までの

トータルサービス

研修期間
（入社後、約3ヶ月間）

新入社員向け研修

配属以降
（全社員対象）

1  ITSSレベル別教育

2  技術研修

3  e-ラーニング研修

4  プロジェクトマネージャー教育

5  自律型人材育成プログラム

　「24時間365日フルサポート」を柱に、技術
者が常駐する「顧客密着型」のきめ細やかな対
応を展開しております。システム構築から性能
管理・障害管理・セキュリティ管理、更にはプログ
ラムのメンテナンスまで幅広く行う「運用管理サ
ービス」と、ジョブ管理を代行する「マシンオペレ
ーションサービス」を提供しております。

運用サービス・ソリューション

「24時間365日フルサポート」のきめ細やかな対応

　急速に複雑化が進む企業各社様の情報ネット
ワーク環境に対する「ネットワーク・トータル・ソリ
ューション」をモットーに、ネットワークのリサー
チ、構築、セキュリティ、運用など総合的なサー
ビスを“問題解決型のアプローチ”で展開してお
ります。

ネットワーク・ソリューション

“問題解決型のアプローチ”によるソリューション提供

　「ソフトウェア」「運用サービス」「ネットワーク」
などの領域で培った技術・ノウハウ・経験を活か
して、特定業種のニーズに対応したプロダクトの
開発・販売を独自に行っております。

プロダクト・ソリューション

幅広い技術・ノウハウ・経験の商品化
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　当期における国内経済は、世界的な金融市場混乱などの影
響から、景気低迷のうちに推移いたしました。
　当社が属する情報サービス業界におきましても、長引く不
況による企業収益悪化の影響から情報化投資の抑制が鮮明と
なり、受注案件の減少や受注単価の引き下げなどの状況が続
きました。
　このような状況のなかで当社は、人材の育成及び、人件費や
採用活動経費をはじめとする諸経費の削減、節減にも努めなが
ら、収益基盤を強化し事業の成長を図ってまいりました。組込み
系システム開発の体制を強化するため専門部門を設立するとと

もに、新たな事業としてITリモートソリューション・サービス事業
を2009年1月から開始いたしました。しかしながら2009年4
月以降、情報化投資の抑制による影響はとりわけソフトウェア開
発において著しく、案件の延期や縮小などにより厳しい受注状
況のうちに推移いたしました。
　これらの結果、売上高は5,983百万円(前期比8.0％減)、営
業利益は347百万円(同35.7％減)、経常利益は396百万円
(同31.0％減)となりました。しかしながら、当期純利益につきま
しては、税金の減少などにより187百万円(同131.3％増)とな
りました。

当期の営業概況

　連結子会社であったグローバルテクノロジーアライアンス株式会社が2007年3月15日に清算結了したことから、2008年9月期決算以降は非連結（当社
のみの単体決算）となっております。そのため、7ページから8ページの財務関連情報は、2007年9月期以前も単体の数字を掲載しております。

（単位：百万円）
2005.9 2006.9 2007.9 2008.9 2009.9

売上高 5,448 5,745 6,084 6,499 5,983

売上高伸長率(%) 4.7 5.4 5.9 6.8 △ 8.0

営業利益 375 421 487 540 347

売上高営業利益率(%) 6.9 7.3 8,0 8.3 5.8

経常利益 383 439 517 569 396

売上高経常利益率(%) 7.0 7.7 8.5 8.7 6.6

当期純利益 214 142 244 80 187

売上高当期純利益率(%) 3.9 2.5 4.0 1.2 3.1

総資産 3,323 3,588 3,814 4,137 3,928

ROA(総資産当期純利益率)(%) 6.7 4.1 6.6 2.0 4.6

純資産 2,329 2,396 2,514 2,502 2,627

ROE(自己資本当期純利益率)(%) 9.8 6.0 10.0 3.2 7.3

営業概況 財務ハイライト
Financial HighlightsReview of Operations

I n f o r m a t i o n  C r e a t i v e



各事業の概要と当期の概況
Segment Information
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I n f o r m a t i o n  C r e a t i v e

▶▶  ソフトウェア開発の概要

幅広いお客様のニーズに対応して、業務システム
の開発から、統合パッケージ導入支援、システム統
合、更には各社の事業に応じたアウトソーシング対
応まで広範囲にわたるフォローをしております。

システム運用同様、『24時間365日フルサポート』
を基本に、お客様のネットワークの導入に当たり、
コンサルテーションから構築･運用･保守まで総合
的なサポートを行っております。

▶▶  ネットワークソリューションの概要

自社製パッケージソフトウェアの開発･販売、LSI
の設計･開発、電子デバイスのテスティング、パソ
コンのセットアップ作業、ヘルプデスクなどの業
務を行っております。

▶▶  その他の概要

■ 売上高の推移　情報・通信、製造の各業種
向けオープン・Web系システ
ム開発及び情報・通信業向
け組込み系システム開発の
受注が減少したことなどによ
り、「ソフトウェア開発」の売上
高は2,553百万円(前期比
13.7％減)となりました。
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▶▶  ソフトウェア開発

▶▶  システム運用

■ 売上高の推移　情報・通信業向けシステ
ム運用管理及び製造業向け
オペレーションの受注が増
加したものの、製造業向け
業務運用管理の受注が減少
したことなどにより、「システ
ム運用」の売上高は2,245
百万円(前期比2.2％減)と
なりました。
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『24時間365日フルサポート』を基本に、主に顧
客先常駐型のきめ細やかな対応により、システ
ムの運用管理と、マシンオペレーションサービス
を行っております。

▶▶  システム運用の概要

▶▶  ネットワークソリューション

■ 売上高の推移　金融業向けネットワーク
構築の受注が堅調に推移
したものの、金融、サービ
スの各業種向け運用サー
ビスの受注が減少したこと
などにより、「ネットワークソ
リューション」の売上高は
916百万円(前期比6.6％
減)となりました。
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■ 売上高の推移　自社 製 パッケージソフ
トウェア販売に伴うハード
ウェアの 受 注が減 少した
ものの、通信関連のハード
ウェア設計の受注が増加し
たことなどにより、「その他」
の 売 上 高 は267百 万 円
(前期比1.6％増)の増収と
なりました。
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▶▶  その他

5,983百万円

2009 年 9月期
売上高

ソフトウェア開発

2,245百万円
システム運用

2,553百万円

267百万円
その他

916百万円
ネットワークソリューション

構成比：37.5％

構成比：42.7％

構成比：4.5％

構成比：15.3％
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I n f o r m a t i o n  C r e a t i v e

（資産の部）
当　期

2009.9.30 現在
前　期

2008.9.30 現在
前期比
増　減

流動資産 2,642 2,918 △ 276
　現金及び預金 1,230 1,009 220
　受取手形 10 ― 10
　売掛金 798 1,080 △ 281
　有価証券 100 496 △ 396
　たな卸資産 9 23 △ 14
　前払費用 45 57 △ 12
　繰延税金資産 184 244 △ 59
　その他 263 5 257
固定資産 1,286 1,219 66
　有形固定資産 42 186 △ 144
　　建物 20 35 △ 15
　　工具、器具及び備品 19 26 △ 7
　　土地 2 124 △ 121
　無形固定資産 44 39 4
　　ソフトウェア 29 32 △ 2
　　ソフトウェア仮勘定 12 5 7
　　その他 2 2 0
　投資その他の資産 1,200 993 206
　　投資有価証券 727 552 174
　　長期性預金 — 100 △ 100
　　保証金・敷金 72 72 0
　　保険積立金 99 93 6
　　繰延税金資産 161 163 △ 2
　　その他 145 17 128
　　貸倒引当金 △ 6 △ 6 0
資産合計 3,928 4,137 △ 209

当　期
2008.10.  1 〜
 2009.  9.30　

前　期
2007.10.  1 〜
 2008.  9.30　

前期比
増　減

売上高 5,983 6,499 △ 516
売上原価 4,950 5,197 △ 247
　売上総利益 1,032 1,302 △ 269
販売費及び一般管理費 684 761 △ 76
　営業利益 347 540 △ 192
営業外収益 50 34 15
　受取利息 16 5 10
　受取配当金 12 14 △ 1
　保険事務取扱手数料 1 1 0
　受取保険金 0 0 0
　助成金収入 11 — 11
　有価証券評価益 3 6 △ 3
　有価証券売却益 — 1 △ 1
　受取賃貸料 2 — 2
　雑収入 2 3 △ 1
営業外費用 1 4 △ 3
　投資不動産賃貸費用 0 — 0

　法人税等の更正、決定等による
　納付税額又は還付税額 — 3 △ 3

　訴訟費用 — 1 △ 1
　支払補償費 0 — 0
　雑損失 0 0 0
　経常利益 396 569 △ 173
特別損失 155 261 △ 106
　固定資産廃棄損 20 0 20
　減損損失 7 — 7
　役員退職慰労引当金繰入額 — 63 △ 63
　訴訟和解費用 — 20 △ 20
　投資有価証券評価損 86 177 △ 90
　投資有価証券売却損 40 — 40
税引前当期純利益 240 308 △ 67
法人税、住民税及び事業税 8 318 △ 309
過年度法人税等 △ 1 23 △ 24
法人税等調整額 46 △ 114 160
当期純利益 187 80 106

（負債の部）
当　期

2009.9.30 現在
前　期

2008.9.30 現在
前期比
増　減

流動負債 921 1,337 △ 416

　買掛金 74 115 △ 40

　未払金 322 454 △ 131

　未払費用 48 44 4

　未払法人税等 — 241 △ 241

　未払消費税等 27 54 △ 26

　賞与引当金 425 398 27

　役員賞与引当金　 11 18 △ 7

　その他 11 11 0

固定負債 379 298 81

　役員退職慰労引当金 81 73 8

　退職給付引当金 295 224 71

　その他 2 ― 2

負債合計 1,300 1,635 △ 335

（純資産の部）

株主資本 2,643 2,540 102

　資本金 407 407 0

　資本剰余金 397 397 0

　利益剰余金 1,855 1,752 102

　自己株式 △ 17 △ 17 0

評価・換算差額等 △ 16 △ 38 22

　その他有価証券評価差額金 △ 16 △ 38 22

純資産合計 2,627 2,502 125

負債純資産合計 3,928 4,137 △ 209

貸借対照表 （単位：百万円） 損益計算書 （単位：百万円）

1 6

7

8

2

3

4

負債合計
退職給付引当金、役員退職慰労引当金などの増加により固定負
債が増加した一方で、未払法人税等、未払金、買掛金、未払消費
税等の減少により流動負債が減少したことから、当期末の負債合
計は前期末に比して335百万円減少し、1,300百万円となりま
した。なお、当社には有利子負債はございません。

4

純資産合計
当期純利益の増加により利益剰余金が増加したことに加え、有価
証券評価差額金の増加もあったことなどから、当期末の純資産合
計は前期末に比して125百万円増加し、2,627百万円となりま
した。自己資本比率は前期末比6.4ポイント向上し66.9％とな
りました。

5

売上高
企業の情報化投資抑制の影響が特にソフトウェア開発において顕
著に表れ、案件の延期や縮小などが発生したことなどから、売上
高は前期比8.0％減の5,983百万円となりました。

6

営業利益
人件費や採用活動費をはじめとする諸経費の削減や節減に取り
組みましたが、売上高の減少分を補いきれず、営業利益は前期比
35.7％減の347百万円、営業利益率は同2.5ポイント低下し
5.8％となりました。

7

当期純利益
投資有価証券評価損及び投資有価証券売却損の発生などがあっ
たものの、有価証券評価損に係る税制改正の影響から、税金が減
少したことにより、当期純利益は前期比131.3％増の187百万
円となりました。

8

5

流動資産
現金及び預金、未収還付法人税等、未収入金など
が増加した一方で、有価証券、売掛金、繰延税金資
産などが減少したことから、当期末の流動資産は、
前期末に比して276百万円減少し、2,642百万
円となりました。

1 固定資産
長期性預金が減少した一方で、投資
有価証券、ソフトウェア仮勘定などが
増加したことにより、当期末の固定
資産は、前期末に比して66百万円
増加し、1,286百万円となりました。

2 資産合計
固定資産が増加した一方で流動資
産が減少したことから、当期末の
資産合計は、前期末に比して209
百万円減少し、3,928百万円と
なりました。

3
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発行可能株式総数  …………………………………  12,000,000 株
発行済株式総数  ……………………………………  3,866,135 株
株主数  ……………………………………………………  1,126 名

（2008年9月30日現在）

当　期
2008.10.  1 〜
 2009.  9.30　

前　期
2007.10.  1 〜
 2008.  9.30　

前期比
増　減

I. 営業活動による
 キャッシュ･フロー 216 436 △ 220

II. 投資活動による
 キャッシュ･フロー △ 212 △ 245 33

III. 財務活動による
 キャッシュ･フロー △ 84 △ 71 △ 12

IV. 現金及び現金同等物の
 増減額 △ 80 119 △ 199

V. 現金及び現金同等物の
 期首残高 1,311 1,191 119

VI. 現金及び現金同等物の
 期末残高 1,230 1,311 △ 80

要約キャッシュ･フロー計算書 （単位：百万円）

事業環境 配当政策と当期の配当金

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置づけ、安
定的な配当の維持に努め、その一方で必要な内部留保にも留意し、業績等を
勘案の上、利益配分政策を実施することを基本方針としております。
　当期の業績は前期比で減収ながらも当期純利益で増益となりましたが、増
益の主な要因は投資有価証券に係る税制改正の影響から、法人税等が減少し
たことによる一過性のものです。
　当期の配当金（1株当たり）は、当期純利益が予想を上回りましたが、売上高
及び経常利益が予想を達成できなかったことから、前期同額の22円とさせて
いただきました。
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 株式の状況 

社 名 （株）インフォメーションクリエーティブ

設 立 1978（昭和53）年2月20日

資 本 金 4億7百万円

従 業 員 数 システム運用管理部門 ……………… 397名
ソフトウェア開発部門 ………………… 364名 
管理部門 ………………………………… 54名 
合計 …………………………………… 815名

業 務 内 容 1.コンピュータシステムの運営管理の受託
2. 情報処理サービス、情報提供サービス及び

そのコンサルティング並びにこれらに関する
労働者派遣業務

3.コンピュータソフトウェアの開発、販売
4. 小型コンピュータ、コンピュータ関連機器及び

事務用機器の仲介、販売、貸付

 会社概要 

代 表 取 締 役 社 長 山 田　　 亨
常 務 取 締 役 須 賀　 明 宏（管理本部長）
常 務 取 締 役 小 沢　 庸 司（経営企画室長）
取 締 役 佐 々 木　 宏（システム営業本部長）
取 締 役 吉 田　 明 芳（テクニカル営業本部長）
取 締 役 平 戸　 敬 基（事業統括部長）

常 勤 監 査 役 関 口　 和 正
常 勤 監 査 役 川 瀬　 俊 一

 役員 （2009年12月18日現在）
所有者数別

所有株数別

金融機関
6名

その他の国内法人
29名

自己名義株式
1名

162,500株

個人・その他
1,082名

金融商品取引業者
8名

金融商品取引業者
11,100株

金融機関

その他の国内法人
1,155,563株

個人・その他
2,499,778株

自己名義株式
37,194株

 株式分布状況 

本 社 〒140-0013
東京都品川区南大井六丁目22番7号
TEL.03-5753-1211
FAX.03-5753-1220

茨城開発センタ 〒300-0037
茨城県土浦市桜町一丁目16番12号
TEL.029-826-1632
FAX.029-826-1069

事務所

■ 1 株当たりの配当金の推移
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現金及び現金同等物の期末残高
現金及び現金同等物の期末残高は、前期末比80百万円減の
1,230百万円となりました。内訳といたしましては、営業活動に
よるキャッシュ・フローが税引前当期純利益、投資有価証券評価損、
退職給付引当金の増加などで216百万円の収入となった一方
で、投資活動によるキャッシュ・フローが投資有価証券取得やソフ
トウェア等の固定資産取得による支出などで212百万円の支出、
財務活動によるキャッシュ・フローが配当金の支払額などで84
百万円の支出となりました。

9

株主名 所有株式数
（千株）

出資比率
（％）

IC 従業員持株会 283 7.40

有限会社 承 190 4.97

竹田 和平 110 2.87

上野 正敏 109 2.85

上野 誠治 94 2.47

須賀 明宏 85 2.23

山田 亨 83 2.18

関川 隆治 75 1.96

株式会社みずほ銀行 75 1.96

小沢 庸司 69 1.82

大株主の状況

（注）出資比率は、自己株式（37,194株）を控除して計算しております。


